
1.　継続事業の前提に関する注記

2.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

・リース資産
   所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
      自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法としている。
   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。
（３）引当金の計上基準

・退職給付引当金 ― 職員の退職金の支給に備えるため、北海道民間社会福祉事業職員共済会において
計算された期末要支給額を退職給付引当金として計上している
・賞与引当金　―　職員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計
上している。

3.　重要な会計方針の変更

4.　法人で採用する退職給付制度

5.　法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(4)公益事業における拠点区分別内訳表　（会計基準省令 第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

(5)収益事業における拠点区分別内訳表　（会計基準省令 第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

　　イ　特定施設養護老人ホーム敬心園

6.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表　（会計基準省令 第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

　※当法人では、公益事業を実施していないため作成していない。

　※当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。

合計 828,726,369 0 44,438,998 784,287,371

土地 61,193,619 0 0 61,193,619
建物 767,532,750 0 44,438,998 723,093,752

(6)各拠点区分におけるサービス区分の内容

　　オ　障害者相談支援センターきさーら（公）

（単位：円）
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　④　敬愛園拠点区分
　　ア　障害者支援施設敬愛園　施設入所支援
　　イ　障害者支援施設敬愛園　生活介護
　　ウ　敬愛園短期入所
　　エ　障害者相談支援センターきさーら（社）

　　カ　旭川市障害者相談支援センターあそーと

計算書類に対する注記（法人全体）

該当なし

該当なし

・建物・構築物・車輌運搬具・器具及び備品並びにソフトウエア･････定額法

該当なし

　①　法人本部拠点区分
　②　敬生園拠点区分
　　ア　特別養護老人ホーム敬生園
　　イ　敬生園短期入所生活介護事業所

(2)事業区分別内訳表　（会計基準省令 第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式）
　※当法人は、社会福祉事業のみのため作成を省略している。

　③　敬心園拠点区分
　　ア　養護老人ホーム敬心園

退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び北海道民間
社会福祉事業職員共済会の退職共済制度によっている。

(1)法人全体の計算書類　（会計基準省令 第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式）



7.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

8.　担保に供している資産

9.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

10.　債権の金額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権の金額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

11.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

12.　関連当事者との取引の内容

13.　重要な偶発債務

14.　重要な後発事象

15．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

16.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

該当なし

137,104,123 0 137,104,123

無形リース資産 15,120,600 10,462,320 4,658,280

合計 3,332,833,451 2,471,443,024 861,390,427

該当なし

該当なし

該当なし

3,129,266
器具及び備品 219,020,997 178,600,816 40,420,181

構築物

該当なし

該当なし

合計 137,227,211 0 137,227,211

未収金 123,088 0 123,088
未収補助金 0 0 0

（単位：円）
債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金

16,600,640

建物（基本財産） 1,899,102,623 1,176,008,871 723,093,752

84,813,785 66,390,405 18,423,380
車輌運搬具 19,729,906

建物（その他の固定資産） 1,081,275,660 1,014,840,520 66,435,140

該当なし

該当なし

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

ソフトウエア 1,562,880 636,432 926,448

有形リース資産 12,207,000 7,903,020 4,303,980



1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

（３）引当金の計上基準

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

　　

5.　基本財産の増減の内容及び金額

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

7.　担保に供している資産

8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

器具及び備品 140,892 140,891 1

合計 851,892 851,889 3

該当なし

該当なし

構築物 711,000 710,998 2

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び北海道民間

社会福祉事業職員共済会の退職共済制度によっている。

(1)法人本部拠点計算書類　（会計基準省令 第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

(3)拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））は省略している。

該当なし

(2)拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））は省略している。

計算書類に対する注記（法人本部拠点区分）

該当なし

構築物並びに器具及び備品･････定額法

該当なし

該当なし



9.　債権の金額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権の金額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を

明らかにするために必要な事項

000

事業未収金 0 0 0

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

未収金 0 0 0

未収補助金 0 0 0

未収収益 0 0 0

受取手形 0 0 0

該当なし

該当なし

合計 0 0 0

該当なし



1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

・リース資産

   所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法としている。

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。

（３）引当金の計上基準

・退職給付引当金 ― 職員の退職金の支給に備えるため、北海道民間社会福祉事業職員共済会に

おいて計算された期末要支給額を退職給付引当金として計上している。

・賞与引当金　―　職員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当年度に帰属する額を

計上している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

　　ア　特別養護老人ホーム敬生園

　　イ　敬生園短期入所生活介護事業所

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高

合計 531,864,558 0 23,407,605 508,456,953

当期増加額 当期減少額 当期末残高

0 7,494,151

建物 524,370,407 0 23,407,605 500,962,802

土地 7,494,151 0

計算書類に対する注記（敬生園拠点区分）

該当なし

・建物・構築物・車輌運搬具・器具及び備品･････定額法

該当なし

退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び北海道民間

(3)拠点区分資金収支明細書（別紙③（⑩））

　　ア　特別養護老人ホーム敬生園

　　イ　敬生園短期入所生活介護事業所

社会福祉事業職員共済会の退職共済制度によっている。

(1)敬生園拠点計算書類　（会計基準省令 第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

(2)拠点区分事業活動明細書（別紙③（⑪））



7.　担保に供している資産

該当なし

8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権の金額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権の金額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

該当なし

合計 64,290,024 0

0 0 0未収金

該当なし

該当なし

0

64,290,024

（単位：円）

0 0

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 64,290,024 0 64,290,024

未収補助金

1,000,325,042 499,362,240 500,962,802

（単位：円）

取得価額

建物（基本財産）

構築物

建物（その他の固定資産） 529,310,884

38,736,476

528,249,630 1,061,254

減価償却累計額 当期末残高

有形リース資産 0 0 0

合計 1,674,285,143

38,576,036 160,440

車輌運搬具 1,067,140 1,037,854 29,286

器具及び備品 99,994,601 92,947,460 7,047,141

1,164,700,820 509,584,323

無形リース資産 4,851,000 4,527,600 323,400



1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

・リース資産

   所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

      自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法としている。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。

（３）引当金の計上基準

している。

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

合計 18,697,915 0 7,418,115 11,279,800

土地 3,354,425 0 0 3,354,425

建物 15,343,490 0 7,418,115 7,925,375

   イ 特定施設  養護老人ホーム敬心園

（3）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））

   ア 養護老人ホーム敬心園

   イ 特定施設  養護老人ホーム敬心園

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

該当なし

退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び北海道民間社

会福祉事業職員共済会の退職共済制度によっている。

（1）敬心園拠点計算書類 （会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

（2）拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））

   ア 養護老人ホーム敬心園

計算書類に対する注記（敬心園拠点区分）

該当なし

・建物・構築物・車輌運搬具・器具及び備品並びにソフトウエア･････定額法

・退職給付引当金－北海道民間社会福祉事業職員共済会の実施する退職共済制度に加入している職員

にかかる掛金納付額のうち施設負担額に相当する金額を計上している。

・賞与引当金－職員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上



7.　担保に供している資産

8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権の金額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権の金額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

該当なし

合計 22,019,811 0 22,019,811

該当なし

該当なし

未収補助金 0 0 0

未収収益 0 0 0

事業未収金 22,019,811 0 22,019,811

未収金 0 0 0

合計 667,321,377 581,609,721 85,711,656

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

有形リース資産 9,012,600 7,558,940 1,453,660

無形リース資産 3,722,400 3,598,320 124,080

器具及び備品 47,080,196 26,811,435 20,268,761

ソフトウエア 1,290,080 595,512 694,568

構築物 23,045,809 16,372,505 6,673,304

車輌運搬具 7,950,766 7,925,329 25,437

建物（基本財産） 317,013,500 309,088,125 7,925,375

建物（その他の固定資産） 258,206,026 209,659,555 48,546,471

該当なし

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高



1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

・リース資産

   所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法としている。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。

（３）引当金の計上基準

・退職給付引当金 ― 職員の退職金の支給に備えるため、北海道民間社会福祉事業職員共済会に

おいて計算された期末要支給額を退職給付引当金として計上している。

・賞与引当金　―　職員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当年度に帰属する額を

計上している。

2.　重要な会計方針の変更

該当なし

3.　採用する退職給付制度

退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び北海道民間社
会福祉事業職員共済会の退職共済制度によっている。

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）敬愛園拠点計算書類 （会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）
（２）拠点区分事業活動（計算書別紙３（⑪））
　　ア　障害者支援施設敬愛園　施設入所支援
　　イ　障害者支援施設敬愛園　生活介護
　　ウ  敬愛園短期入所　
　　エ　障害者相談支援センター　きさーら（社）
　　オ　障害者相談支援センター　きさーら（公）
　　カ　旭川市障害者総合相談支援センター　あそーと

（３）拠点区分資金収支計算書（別紙３（⑩））
　　ア　障害者支援施設敬愛園　施設入所支援
　　イ　障害者支援施設敬愛園　生活介護
　　ウ  敬愛園短期入所　
　　エ　障害者相談支援センター　きさーら（社）
　　オ　障害者相談支援センター　きさーら（公）
　　カ　旭川市障害者総合相談支援センター　あそーと

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

土地
建物

合計 278,163,896 0 13,613,278 264,550,618

50,345,043 0 0 50,345,043
227,818,853 0 13,613,278 214,205,575

計算書類に対する注記（敬愛園拠点区分）

該当なし

建物・構築物・車輌運搬具・器具及び備品並びにソフトウエア･････定額法

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高



6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

7.　担保に供している資産

該当なし

8.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

　建物（基本財産）

　構築物
　器具及び備品
　車輛運搬具

9.　債権の金額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権の金額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

事業未収金
未収金
未収補助金

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11.　重要な後発事象

該当なし

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

合計 50,917,376 0 50,917,376

該当なし

123,088 0 123,088
0 0 0

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
50,794,288 0 50,794,288

　ソフトウェア 272,800 40,920 231,880
合計 990,375,039 724,280,594 266,094,445

　有形リース資産 3,194,400 344,080 2,850,320
　無形リース資産 6,547,200 2,336,400 4,210,800

71,805,308 58,701,030 13,104,278
10,712,000 7,637,457 3,074,543

　建物（その他の固定資産） 293,758,750 276,931,335 16,827,415
22,320,500 10,730,866 11,589,634

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
581,764,081 367,558,506 214,205,575

（単位：円）


